　　　大野市県産材活用事業補助金交付要綱

（令和４年３月２５日告示第５５号）

　（趣旨）

第１条　この要綱は、福井県が定める県産材のあふれる街づくり事業（民間施設）補助金交付要領（平成２９年４月１４日制定。以下「県交付要領」という。）に基づき実施する事業に対し、補助金を交付することについて、大野市補助金等交付規則（昭和５７年規則第３号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

　（補助対象事業）

第２条　補助の対象となる事業は、県交付要領第４条に定める事業のうち、木造化支援又は木質化支援の事業区分に該当する事業とする。

　（補助対象施設）

第３条　補助の対象となる施設は、県交付要領第５条に定める施設（市内に所在するものに限る。）とする。

　（補助対象者）

第４条　補助の対象となる者は、県交付要領第６条に定める補助対象者に該当する者（市内に住所又は事業所を有する者に限る。）とする。

　（補助対象経費）

第５条　補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、県交付要領第７条に定める経費とする。

　（補助金の額）

第６条　補助金の額は、次のとおりとする。

	事業区分
	補助金の額

	木造化支援
	補助対象経費の１／４以内（１００万円を限度とする。）

	木質化支援
	補助対象経費の１／４以内（５０万円を限度とする。）


２　前項の補助金は、予算の範囲内において交付する。ただし、その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

　（補助金の申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする者は、大野市県産材活用事業補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）に、県交付要領に基づき交付を受ける補助金の内容が分かる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　（関係図書の保存）

第８条　補助金の交付を受けた者は、当該補助金の交付を受けた事業の実施に係る関係図書、収支に関する帳簿及び支払に関する証拠書類を、事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管しなければならない。

　（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

　（この要綱の失効）

２　この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第８条に規定する事項については、同日後もなおその効力を有する。

様式第１号（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

大野市長　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大野市県産材活用事業補助金交付申請書兼実績報告書

　みだしの補助金を交付されたく、大野市県産材活用事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　円

２　添付書類

(1) 県産材のあふれる街づくり事業（民間施設）補助金申込書（添付書類を含む。）の写し

(2) 県産材のあふれる街づくり事業（民間施設）補助金採択結果通知書の写し

(3) 県産材のあふれる街づくり事業（民間施設）補助金交付申請書兼完了実績報告書（添付書類を含む。）の写し

